
琉球大学学術リポジトリ

統制感の発達的変化に関する研究　－学校特性およ
び達成経験が及ぼす影響について－

言語: 

出版者: 琉球大学法文学部

公開日: 2010-05-20

キーワード (Ja): 

キーワード (En): Locus of Control, developmental

changes, schools' characteristics, experience of

achievement

作成者: 高良, 美樹, Takara, Miki

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

http://hdl.handle.net/20.500.12000/16908URL



統制感の発達的変化に関する研究（高良）

統制感の発達的変化に関する研究
一学校特性および達成経験が及ぼす影響について－

高良美樹

DevelopmentalchangesandcorrelatesofLocusof
Control；Theeffectsofschools，characteristics

andtheindividual'sexperienceofachievement．

ＭｉｋｉＴＡＫＡＲＡ

調査Ｉにおいては、沖縄県内の高校生（男子450人、女子622人）を対象

として高等学校における学校特性、その中でも競争的状況の程度の違いが

統制感の発達的変化に及ぼす影響について縦断的データに基づいて検討し

た。競争的状況が顕在化しやすい学校群として進学校、比較的競争的状況

が深刻ではない学校群として普通校および職業校を想定し、それらの群ご

との比較をおこなった。その結果、統制感の発達には学校種による違いが

みられ、概ね普通校において発達が促進され、進学校においては発達が抑

制される傾向があった。また、下位尺度ごとの検討では、達成統制感と対

人関係統制感が曲線的に発達変化することが示された。

調査Ⅱにおいては、大学１年生（男子72人、女子98人）に対する質問紙

調査に基づき達成経験が統制感に及ぼす影響についての検討を試みた。そ

の際、達成経験としては、大学合格を想定した。その結果、第１志望校へ

の合格は自己決定感を高める可能性があること、男子よりも女子において

達成統制感が高いことが示された。

Keywords:LocusofControLdevelopmentalchanges,schools'char-

acteristics，experienceofachievement
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問題

LocusofControl（以下ＬＯＣと略する）とは、Rotter（1966）が言

うところの「行動と強化の随伴性」あるいは「強化の統制可能性」に関連

した人格変数である。すなわち、自らの行動と強化が随伴している、ある

いは、自らの行動によって強化を統制することが可能であると期待する者

は、より良い強化子を求める行動へと動機づけられるであろうし、他方、

そのような期待を抱いていない者は、動機づけの程度も低いことが予想さ

れる。このような動機づけの違いは、両者のとりうる行動に影響を及ぼし、

異なる結果へと導くであろう。そして、その結果の違いが両者の期待のあ

りかたを規定するという循環が起こることになる。

Rotterは、自分の行動と強化が随伴しているという信念を内的統制、

逆に随伴していないという信念を外的統制とよび、それらを両極とした概

念としてＬＯＣをとらえている。本研究においては、これを１次元的な変

数として考え、以下、統制感とよぶ（ただし、先行研究の引用に関しては、

当該の研究者の用いる用語に基づく場合がある）。すなわち、ここでは、

内的統制の傾向が強いことは統制感の高いことを意味し、外的統制の強い

ことは統制感が低いことを意味することとする。つまり、統制感の高い者

とは、自らが得るであろう結果が自己の努力や能力といった内的要因の帰

結であるとみなす傾向が強い者であり、逆に、統制感の低い者とは、自ら

が被る結果の原因を外的要因に帰属する傾向が強い者である。

実際、学業達成場面で統制感を感じることがその後の自律的な学習行動

を促し、その結果、学業成綱の向上に結びつくこと（樋口・鎌原・大塚、

1983a）、統制感と無力感が逆相関の関係にあること（例えば、鎌原・樋

口、1987など）が明らかにされている。また、無気力状態を脱する方略に

ついても統制感の高い者が積極的行動を試みる一方で、統制感の低い者は

消極的行動に終始するという対照的な結果も示されている（鎌原・樋口・

清水、1982b）。さらに、対人関係場面においても、事態に関しての統制

感を感じることが積極的な対人行動を介して高い社会的地位につながるこ

とが示唆されている（樋口・鎌原・大塚、1983b）。
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ところで、統制感は、発達的に変化するものであることが明らかにされ

ている。調査対象者の年齢範囲が異なっていたり、研究に用いた尺度が同

一のものではないなどの問題点はあるものの、全般的に欧米における研究

では加齢とともに統制感が高くなっていく傾向があり、一方、日本での研

究では加齢とともに統制感が低まるという逆の傾向が見いだされている

(鎌原・樋口、1987）。

例えば、Ｐｅｎｋ（1969）は、７歳から11歳までの児童を対象として、加

齢にともない内的統制感が高まることを見いだしている。また、Milgram

(1971）も１年生、４年生、７年生、１０年生といった異なる学年群のあい

だで内的統制感の程度を比較し、加齢にともない統制感が高まること、特

に１年生から４年生、７年生から10年生にかけて顕著な伸びがあることを

示した。

さらに青年期以降についても学生から中年期にかけて内的統制感が高ま

ることが示されている。Ｌａｏ（1976）は、大学生とその両親に対して調査

を実施し、大学生に比べて両親の方がより内的統制感が高いこと、父親と

母親とのあいだには、その程度に差がないことを示した。Ryckman＆

Malikiosi（1975）も10代から70代までの異なる年齢層のサンプルに対す

る調査の結果、内的統制感が加齢とともに高まり、特に大学生に比べてそ

れ以上の年齢層において高いことを明らかにしている。

これらの研究結果から、欧米においては、学童期から青年、中年といっ

た年齢段階で加齢とともに統制感が高まると考えてよさそうである。こど

もが成長するにしたがって、さまざまな知識や技術を身につけ、外的環境

に働きかける能力が発達するにつれて統制感が高まると考えることは自然

なことであり、欧米での知見は、それと符合するものである。

一方、日本における原因帰属に関する研究では、加齢とともに内的帰属

が減少、すなわち統制感が低下する傾向が示されている（樋口・清水・鎌

原、１９８１；鎌原・樋口・清水・大塚、1982a）。樋口ら（1981）は、小学

４年生から中学３年生までを対象に調査を実施し、達成領域と対人関係領

域のいずれにおいても内的帰属が年齢の上昇とともに減少することを明ら
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かにした。また、鎌原・樋口（1987）は、中学１年生から大学４年生まで

を対象にした調査の結果、学年があがるにつれて外的統制の方向に変化す

る、すなわち統制感が低下することを示している。このような結果には、

日本独自の教育環境や発達環境が影響を及ぼしていると推測され、日本の

教育環境における入学試験を目標とした競争的状況が統制感の低下、ひい

ては無力感の増大をもたらす可能性があることが指摘されている（鎌原・

樋口、1987）。

だが、日本のあらゆる学校が上級学校への入学を至上命題とした競争的

状況にあると考えるのは極端であり、正しい現実認識とは言えまい。実際

には、個々の高等学校のあいだには、学校間格差が存在し、進学を前提と

したカリキュラムを組み競争的風土をもつ学校群もあれば、部活動その他

の学校行事を充実させ、いわゆる人格形成などを優先的に教育目標として

掲げる学校群もあるというのが現実であろう。武内（1993）は、生徒の行

為が、所属する学校の状況に影響されることを指摘し、生徒らによって共

有される状況の規定（解釈枠組み）としての「生徒文化」に注目する必要

性について主張している。彼は、生徒文化の類型化を試みた研究例を紹介

しつつ、学校の組織構造や集団、相互作用のあり方と生徒の下位文化とが

相互に影響を与えあう関係にあると述べている。

つまり、個々の学校は、それぞれの特色を有しており、そして、このよ

うな特色の違いは、統制感の発達的変化にも何らかの影響を及ぼす可能性

があると考えられよう。このことから、調査対象者の在籍する学校の特性

について考慮し、異なる特色をもつ学校群における統制感の発達的変化の

違いについて比較検討することが有意義であると考えられる。

これらの問題意識を受けて、調査Ｉにおいては、高等学校における学校

特性の中でも特に競争的状況の程度に着目し、それが統制感の発達的変化

に対してどのような影響を与えるのかについて検討を試みる。

また、調査Ⅱにおいては、達成感を充足させるような経験をすることが

統制感にどのような影響を及ぼすのかについて検討する。
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調査Ｉ

ここでは、競争的状況が顕在化しやすい学校群として、いわゆる進学校

がそれに該当すると想定した。それに対してカリキュラムの共通性は高く

とも比較的競争的状況が深刻ではない学校群として、いわゆる普通校を想

定し、また、それらとは異なった特徴をもつであろうことが推測される学

校群として職業校を想定した。これらの学校種が統制感の発達的変化に及

ぼす影響について検討することが調査Ｉの目的である。

方法

調査対象技・調査対象者

学校種として、高等学校を進学校と普通校、職業校の３群に分類した。

進学校と普通校は、学科ランキングを基準にして分類された。ここでいう

学科ランキングとは、沖縄県内の高校に設置されているすべての学科（ま

たはコース）を、高校入試難易と大学進学志願率に基づいて序列化し、難

易度の高い学科、コースから順に「ランク１」「ランク２」・…「ランク

５」と、５つのランクに操作的に分類したものである。普通科の中で学科

ランキングが１および２の学校を進学校、３，４，５の学校を普通校と操

作的に定義し、それに基づき分類をおこなった。その結果、沖縄本島の各

学区および離島に設置されている11校を進学校のサンプル、同じく本島と

離島に設置されている７校を普通校のサンプルとして調査対象とした。進

学校は、ランク１に５校、ランク２に６校が含まれていた。普通校は、ラ

ンク３に５校、ランク４に１校、ランク５に１校が含まれていた。職業校

の場合、商業高校、農林高校、工業高校、水産高校といった高校の中から

学科ランキングに関わりなく７校をサンプルとして選んだ。なお、調査対

象とした職業校は、学科ランキングの３～５に位置するが、それぞれのラ

ンクに該当する学校の数は、ランク３に１校、ランク４に３校、ランク５

に３校となっている。よって、本研究で設定したランキングを基準とした

分類では、職業校は同時に相対的に低位のランキングに位置する学校群だ
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と言える。

今回の分析においては、１年から３年までを通じて全ての統制感尺度項

目に回答した者のみを分析対象とした。その結果、分析対象者の数は、進

学校で男子216人、女子260人、普通校で男子131人、女子205人、職業校で

男子103人、女子157人となった。各条件間の分析対象者数は一致しないが、

統計分析上、問題は無いとみなし、以下の分析対象とした。

質問紙の構成

統制感の測定に関しては、オリジナル尺度に対するさまざまな批判を考

慮した上で18項目に簡略化された邦訳版の尺度が標準化されている（鎌原・

樋口・清水、1982b）。本調査においても鎌原らの尺度を用い、それぞれ

の項目に対して「そう思う」（４点）「ややそう思う」（３点）「ややそ

う思わない」（２点）「そう思わない」（１点）の４段階で評定させた。

肯定的に評定すると統制感が低いことを意味する項目を逆転項目とし、全

18項目の合計値を尺度得点としたため、得点範囲は18点から72点となり、

得点が高いほど統制感を強く感じていることを示している。また、鎌原・

樋口（1987）にしたがって３つの下位尺度を構成し、その項目内容から、

それぞれ『自己決定感』『達成統制感』『対人関係統制感」と命名した

(表１参照）。それぞれの下位尺度における項目数（得点範囲）は、８項

目（８点から32点）、６項目（６点から24点）、４項目（４点から16点）

であり、高得点になるほどそれぞれの傾向が強くなることを示している。

調査実施の状況

調査者が調査対象校に行き、学校長や進路指導の教員などに調査の意図

を説明した上で、学級担任によって調査をクラス単位で実施してもらうよ

うに依頼した。実施済みの質問紙は、後日、郵送により回収した。

調査実施時期は、1994年度時点の高校１年生を対象に、高校入学1年目、

２年目、３年目の10月であった。回収率は、高校１年時点での回答数を基

準として、２年生の段階で90.9％、３年生で89.8％であった。
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結果

要因計画

以下においては、全て、学校種（３群：進学校・普通校・職業校）×学

年（３水準）×性別（２群）を要因とした分散分析をおこなった。なお、

学年のみが級内要因であり、学校種および性別は級間要因である。

統制感

表２に統制感得点の条件別の平均値、標準偏差を示した。分散分析の結

果、学校種の主効果、学年の主効果が有意となり、学校種と学年の交互作

用が有意傾向であった(F(2,3198)＝8.76,p＜05;F(2,3198)＝3.20,p＜､05；

F(4,3198)＝2.11,.05＜p＜・10）。他の主効果および交互作用は、有意とは

ならなかった。そこで、学年の単純効果の多重比較をした結果、進学校の

場合には『１年＞２年＝３年』であったが、普通校および職業校において

は学年間に平均値の有意な差はなかった。また、各学年ごとに学校種の単

純効果を比較したところ、１年においては､学校種による有意な差はなかっ

たが、２年と３年において『普通校＞進学校＝職業校」という平均値の有

意な差があった（図１参照)。

表２統制感得点の条件別平均値（標準偏差）

父刊 繊業福

＊得点範囲は、１８点から72点。高得点ほど統制感が強いことを示す。
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図１統制感の学校種、学年別平均得点（標準偏差）

自己決定感

自己決定感は、「あなたは、自分の人生を、自分自身で決定していると

思いますか」「あなたは、自分の一生を思い通りに生きることができると

思いますか」といった項目から構成され、下位尺度の中でも特に統制感概

念の中核をなすものである。

表３に自己決定感得点の条件別の平均値、標準偏差を示した。分散分析

の結果、学校種と学年の交互作用が有意傾向であった（F(4,3198)＝2.30,

.05＜p＜・10）。他の主効果および交互作用は、有意とはならなかった。

そこで、学年の単純効果の多重比較をした結果、普通校の場合には『３

年＞１年」となり、２年は他の学年と有意な差はなかった。進学校および

職業校においては学年間に平均値の有意な差はなかった。また、各学年ご

とに学校種の単純効果を比較したところ、１年と２年においては、学校種

による有意な差はなかったが、３年において『普通校＝職業校＞進学校』

という平均値の有意な差があった（図２参照）。
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表３自己決定感得点の条件別平均値（標準偏差）
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自己決定感の学校種、学年別平均得点（標準偏差）図２

達成統制感

達成統制感は、「あなたは、努力すれば、立派な人間になれると思いま

すか」「あなたが幸福になるか不幸になるかは、あなたの努力次第だと思

いますか」といった項目から構成され、自らの持続的行動が結果として成

就することに対する信念であると言えよう。
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表４に達成統制感得点の条件別の平均値、標準偏差を示した。分散分析

の結果、学校種の主効果、学年の主効果が有意となった（F(2,3198）

＝9.94,ｐ＜､05;F(2,3198>＝17.80,ｐ＜､05）。他の主効果および交互作用

は、有意とはならなかった。そこで、各要因の水準別に単純効果を分析し

た結果、学校種では『普通校＞進学校＝職業校』となり（図３参照）、学

年別では『２年＞１年＞３年』という平均値の有意な差があった（図４参

照）。

表４達成統制感得点の条件別平均値（標準偏差）
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＊得点範囲は、６点から24点。高得点ほど達成統制感が強いことを示す。
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1７．５

17.0

1６．５

０

１年２年３年

図４達成統制感の学年別平均得点（標準偏差）

対人関係統制感

対人関係統制感は、「あなたは、いっしょうけんめい話せば、だれにで

も、わかってもらえると思いますか」「あなたは、努力すれば、だれとで

も友人になれると思いますか」といった項目から構成され、対人関係の中

でも特に友人関係における統制感である。

表５に対人関係統制感得点の条件別の平均値、標準偏差を示した。分散

分析の結果、学校種の主効果、学年の主効果が有意となり、学校種と学年

の交互作用が有意傾向であった(F(2,3198)＝8.87,ｐ＜､05;F(2,3198)＝

53.09,ｐ＜､05;F(4,3198)＝2.23,.05＜p＜・10）。他の主効果および交互作

用は、有意とはならなかった。そこで、学年の単純効果の多重比較をした

結果、進学校の場合には「１年＞３年＞２年』となり、全ての学年間に有

意な差があった。普通校および職業校においてはいずれも『１年＝３年＞

２年』となり､､２年が他の学年に比して平均値が有意に低かった。また、

各学年ごとに学校種の単純効果を比較したところ、１年と２年においては、
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学校種による有意な差はなかったが、３年において『普通校＞進学校＝職

業校』という平均値の有意な差があった（図５参照）。

表５対人関係統制感得点の条件別平均値（標準偏差）

閂芒Ｊ１。

＊得点範囲は、４点から16点。高得点ほど対人統制感が強いことを示す。
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考察

先行研究（鎌原・樋口、1987）では、本調査と同一の尺度を用い、中学

生、高校生、大学生を対象とした調査により、学年があがるにつれて１学

年につき0.6点程度統制感得点が低下する傾向がみいだされている。本調

査においては、進学校では、51.0→50.1→49.8と得点が推移し、１年から

２年にかけて0.9点得点が低下し、その得点が３年においても維持されて

いることが特徴的である。一方、普通校および職業校においては、学年間

に平均値の有意な差はなかった。また、学年ごとの学校種のあいだでの平

均値の比較では、１年において有意な差がなく、２年と３年において『普

通校＞進学校＝職業校」という有意な差があった。

このことから、高校入学時点においては、異なる学校種のあいだで統制

感得点の差異は無くベースラインが一致していること、その後、進学校に

おいてのみ統制感が低下していくことが示された。

やはり、日本における高校教育が統制感の発達的変化に及ぼす影響を学

校種の違いを無視して一律に論ずるのは不適切なのではないだろうか｡千

石（1998）は、アメリカと日本の両国でそれぞれの教育を受けた者を対

象者として日米の教育についての質問をしている。その結果、「日本の方

がはるかによい」とされた項目は、「有名大学にたくさん合格するような

教え方をしている」「大学入試に合格するのを目標にした教え方をしてい

る」であった。これは、日本の高等学校における教育がいかに大学受験と

いう短期的目標を前提とした競争的状況にあるかを示している結果だと言

えよう。本調査の結果から、このような競争的状況が最も顕在化しやすい

とされた進学校において統制感の発達が抑制される可能性が示唆された。

競争は、ごく少数の勝者と残りの多数の敗者をうみだすことになるであろ

う。そのような環境の中で高校生の統制感が発達していくことは困難であ

ると考えられる。

先行研究（鎌原・樋口、1987）によると、自己決定感は年齢による変化

が認められないとされているが、本調査の結果によると、調査対象者が所

属する学校の環境要因によってその発達的変化が影響を受けることが示唆
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される。

自己決定感の得点が普通校においてのみ加齢にともなって上昇傾向にあ

ること、まさに進路の決定を目前に控えた３年において進学校が普通校や

職業校に比して低得点であるという結果は注目に値する。

以下のことは仮説に過ぎないが、３群の学校種の中で進路の多様性が最

も高いのが普通校ではないだろうか。普通枝の生徒は、４年制大学、短期

大学、専門学校、就職といった幅のある多様な選択肢の中から、自らの意

志に基づいて進路選択をせざるを得ない状況にあるのだと考えられる。そ

の決定のためには、自己の学力だけではなく、能力や適性､将来への希望、

家庭の経済力など多様な側面について考慮し、自らが自覚的に進路を選択

する必要がある。そのような教育環境の中で自己決定感が発達していくの

だと推察される。それに比して進学校の場合、４年制大学への進学を前提

とした競争的状況にあり、生徒の偏差値や内申書によって進路について教

師が合理的かつ効率よく指導するような体制が整備されているとすると生

徒の自己決定感の発達を期待することは困難であろう。この考えが妥当で

あれば、進学校でよりきめ細やかな進路指導をするほど生徒の自己決定感

の発達は阻害されることになるだろう。また、職業校では、高校進学の段

階で既に高校卒業後に就職することを選択しているとも考えられ、現実問

題としても卒業後の進路が比較的就職に限定されることから自己決定感の

発達が抑制されるのだと推測されよう。

先行研究では、達成統制感は中学から高校の段階で得点の低下が認めら

れるものの、その後、高校から大学にかけては安定しているという結果に

なっている（鎌原・樋口、1987）。だが、本調査の結果はそれとは異なる

ものであり、普通校が他の校種に比して高得点であること、２年を頂点と

した逆Ｕ字型の得点の推移があることが示された。普通校は、他の校種に

比して達成感を感じるような場面がその教育環境の中に多く含まれている

のかも知れない。学業以外にも部活動や他のさまざまな学校行事に参ｶﾛし、

そこで達成感を感じるという経験を多く得る機会があれば達成統制感は発

達していくと考えられる。そのような機会が相対的に豊富にあると考えら
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れるのが普通校であろうし、また、参加の機会は２年の頃に多いのではな

いだろうか。逆に、達成感を感じる領域が学業に限定されるのが進学校で

あり、また、卒業を間近に控え、現実的な進路選択に直面せざるを得ない

３年において達成統制感が抑制されているのだと推察される。

先行研究によると、対人関係統制感は中学、高校、大学と一貫して得点

の低下がみられている（鎌原・樋口、1987）。本調査の結果は、１年のと

きに得点が高い点に関しては、先行研究の結果と一致しているが、学校種

の違いにかかわらず２年における得点が最低になっていること、３年にお

ける普通校の得点が他の学校種に比して高くなっていることが特徴的であ

る。

東京都生活文化局（1985）の調査では、中学生や高校生の友達づきあい

が学年によってどのように変化するかを分析している。それによると、親

しい友とのつきあい方に関して、男子高校生の場合、「生き方について真

剣に話し合う」者の比率が１年から３年にかけて35.5％→20.4％→27.5％、

｢悩みをうちあけあう」者の比率が34.2％→29.0％→40.7％となっており、

２年のときに深刻な話題を回避する傾向がある。深刻な話題を避けるよう

な表層的な関係においては、「いっしょうけんめい話せば、だれにでもわ

かってもらえる」とか、「努力すれば、誰とでも友人になれる」と思う経

験をすることは、困難であろう。あるいは､高校生活にも慣れ､差し当たっ

ての進路の心配もしないで済む２年の頃は、友人と悩みを共有することが

難しい時期なのかも知れない。また、先に仮説として述べたように学業以

外にも部活動や他のさまざまな学校行事に参加する機会が豊富にあるのが

普通校であるとしたら、そのことは友人との間で課題や悩みを共有する契

機となると考えられ、その経験が対人関係統制感に促進的に作用して３年

における普通校の得点が他校種に比して高くなっているのだと推察される。

調査Ⅱ

青年にとって大学への合格という出来事は、大きな達成には違いない。
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ただし、合格した大学あるいは学部が、本人の望む第１志望であったのか、

それとも入試の結果によりやむを得なく選択した結果なのかということは、

大学合格という同一の経験に対しての異なる意味づけを付与することにな

ると思われる。

そこで調査Ⅱにおいては、地方国立大学の１年生を対象として大学合格

に対する異なる意味づけが統制感にどのような影響を及ぼすのかについて

検討することを目的とする。

方法

調査対象者

地方国立大学１年生173人を調査対象者とした。男女の内訳は、男子７３

人、女子100人である。年齢の分布は、１８歳が40％、１９歳が31％、２０歳が

20％、残る９％がそれ以上であった。調査実施時期（７月上旬）を考慮す

ると、調査対象者全体の50％ほどが現役合格、３０％弱が１年の浪人、それ

以外の20％ほどが２年以上の浪人経験があることが推測される。また、自

らが現在所属する大学・学部が第１志望であるとした者の比率は65％、第

２志望が20％、「入試の結果によりやむを得ず」入学した者が15％であっ

た。

質問紙の構成

調査同様、鎌原ら（1982b）の尺度を用いた。回答方法、得点化の方法、

下位尺度の構成は、全て調査’に準ずる。また、その他に性別、学年など

のデモグラフィックな事柄についての質問項目、現所属の大学・学部が第

何志望であったか（第１志望・第２志望・入試の結果やむをえず）につい

ての質問項目を加えた。

調査実施の状況

共通教育の心理学入門コースの講義時間を利用して、集団による一斉実

施で調査をおこなった。調査実施時期は、1998年７月の上旬であった。
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結果

分析対象

自らの現所属大学・学部が第何志望であるのかという質問に対して無回

答の者が３人おり、分析対象から除外した。また、質問の1項目に無回答

の者が１人、２項目に無回答の者が１人いた。ただし、この場合は、比較

的少人数のデータを有効活用するために、該当者の無回答の項目が含まれ

る下位尺度の他の項目の算術平均の下一桁を四捨五入した値を欠損した項

目の値として代入して以下の分析対象とした。この手続きを経て、最終的

に170人が分析対象者となった（男子72人、女子98人）。

要因計画

以下においては、全て、志望１１項位（２群：第１志望・第２志望以下）×

性別（２群）を要因とし、統制感得点および各下位尺度得点を従属変数と

した分散分析をおこなった。なお、両要因は、ともに級間要因である。

分析結果

表６に「統制感」および各下位尺度の得点の条件別平均値、標準偏差を

示した。「統制感得点」を従属変数とした分析の結果、主効果、交互作用

ともに有意とはならなかった。

「自己決定感」得点を従属変数とした分析の結果、志望順位の主効果の

みが有意傾向であった（F(1,166)＝3.48,.05＜p＜・10）。他の主効果およ

び交互作用は、有意とはならなかった。図６に志望順位別の平均値を示し

た。現所属が第１志望であると答えた群は、第２志望以下であると答えた

群に比して自己決定感が高い傾向にあると言えよう。

「達成統制感」得点を従属変数とした分析の結果、性別の主効果のみが

有意傾向であった（F(1,166)＝3.74,.05＜p＜・10）。他の主効果および交

互作用は、有意とはならなかった。図７に男女別の平均値を示した。女子

は、男子に比して達成統制感が高い傾向にあると言えよう。

「対人関係統制感」得点を従属変数とした分析の結果、主効果、交互作
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用ともに有意とはならなかった。

表６統制感得点および各下位尺度の条件別平均値（標準偏差）

1８

*得点範囲は、上から順に８点から32点、６点から24点、４点から16点、１８点
から72点である。高得点ほどそれぞれの傾向が強いことを示す。

25.0

24.0

23.0

22.0

０

第１志望第２志望以下

図６自己決定感の志望順位別平均値（標準偏差）
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17.5

17.0

16.5

16.0

０

男子女子

図７達成統制感の男女別平均値（標準偏差）

考察

志望順位の効果が有意となったのは、自己決定感のみであった。第１志

望校への合格は、高校あるいは浪人の頃の進路に関する自己決定の正しさ

に対する確証を与えてくれる経験だと言えよう。それに対して第２志望以

下で大学に入学した者は、センター試験の得点や偏差値などが進路の決定

に及ぼす影響が相対的に高かったと推測されることから、自らが決定をお

こなったという自覚が乏しいのだと考えられる。

達成統制感に関して志望順位の効果が有意とならなかったのは、意外で

あった。大学合格という出来事に対しての異なる意味づけは、達成統制感

に大きく影響するであろうと予想していたが、今回の結果はその予想を支

持するものとはならなかった。あるいは、同じような年齢層でも大学合格

群に対して大学不合格群の達成統制感は、低くなっているのであろうか。

もし、そうであるとしたら経験した出来事に対する意味づけよりも経験の

内容自体が達成統制感を規定することになるだろう。その意味においては、
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今回の調査対象者は、同年齢層の中でも比較的同質の経験を共有する集団

であったと言えよう。

調査Ｉでは、全く有意な効果がみられなかった性差が達成統制感におい

て有意傾向が示され、女子の方が高かった。全国における大学・短期大学

への進学率をみると、平成元年に女子の進学率が男子の進学率を初めて上

回り、その差がさらに広がる傾向にある（総務庁･青少年対策本部、1998)。

だが、これを４年制大学・短大別にみると４年制大学の学生数が男子173

万人に対し、女子87万人、短期大学では、男子４万人に対し女子43万人と

なっており（平成８年度資料）、４年制大学に限定すると女子の進学は男

子ほど一般的ではないようである。このことから４年制大学への合格は、

女子にとってより希少価値が高く、本調査の対象者にとっても達成統制感

を高める出来事として認知された可能性が高いと考えられよう。

【今後の課題】

欧米では統制感が加齢とともに高くなっていくのに対して、逆に日本で

は低くなっていくという研究間の不一致に対して、従来、教育環境や発達

環境の違いにその原因を帰していた。だが、教育環境や発達環境のいかな

る側面が統制感の発達的変化の違いに影響するかという点に関しては、必

ずしも明確な説明はなされていない。そこで調査Ｉでは、生徒の所属する

学校特性の中でも特に競争的状況の程度に着目し、それが統制感の発達的

変化にどのように影響するかについての探索的検討を試みた。その結果、

競争的状況の程度に違いがあると想定される学校種が統制感の発達的変化

に大きく影響すること、また、達成統制感と対人関係統制感が２年をピー

クあるいはボトムとした曲線的な発達的変化をすることが明らかになった。

調査Ｉで調査対象とした職業校の場合、高校卒業後の就職を前提とした

カリキュラム、進路指導がなされると考えられるため他の学校種とは、異

質であると言えよう。だが、進学校と普通校は、学科ランキングをもとに

して操作的に分類したに過ぎず、カリキュラムや進路指導について基本的
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には共通していると考えられる。それにも関わらず、進学校と普通校では、

統制感の発達的変化に大きな違いがあり、全般的に言って進学校に比して

普通校において統制感の発達的変化が促進されていることが推察できるよ

うな結果であった。その違いをもたらした要因としては、競争的状況の違

い以外にも、学業以外の学校行事の多寡、高校卒業後の進路の多様性など

が考えられるが、そのいずれか、あるいは他の要因がより強い影響力をも

つのかについては、未だ明らかではない。今後の検討課題とされよう。

調査Ⅱで対象となった大学生は、大学の大衆化が進んだ今日においても

必ずしも同年齢層の平均的な集団とは言えない。同年齢層でも短期大学や

専門学校に進学した者、意が叶わず予備校に通っている者、あるいは既に

就職している者と今回の調査対象者とのあいだには、統制感の発達に関し

て差異があることが予想されよう。そのような進路の違いがライフ・ステー

ジの各段階における統制感の発達的変化にどのような影響を与えるかにつ

いては、今後検討すべき興味深い課題であろう。

また、大学生は、近い将来、自らの適性や能力を考慮し、将来の職業に

関しての進路選択をせまられることになる。その際、考慮すべき範囲や内

容は、大学進学の際に比してはるかに豊富かつ個人的色彩の強いものとな

るであろう。大学のカリキュラムの中で、統制感を発達させつつ、そのよ

うな職業的社会化を達成することが可能かどうか､大学へのインターンシッ

プ導入の試みも踏まえつつ、今後、検討する必要があるだろう。
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